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富山大学エコチル調査富山ユニットセンター 笠松春花 研究支援員（現・高岡市きずな子

ども発達支援センター）および富山大学学術研究部医学系 公衆衛生学講座 𡈽𡈽田暁子 助教ら

のグループは、乳児を育てる父親の育児行動の頻度が高い集団では心理的苦痛を感じる母親が

少ないということを「子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）」で明らかにしま

した。この結果、父親が積極的に育児に取り組むと、母親の心理的苦痛を低減させる可能性が

示唆されました。 

 

本研究は観察研究であるため、父親の育児行動が母親の心理的苦痛を低減させるように働く

かを実際には検証できてはいません。今後、父親の育児行動を促進する教育等の介入研究を行

うことで、さらなる検証が必要です。 

 
この研究成果は精神医学の専門誌「European Psychiatry」に 2021年 6月 9日にオンライン

掲載されました。 
Kasamatsu H., Tsuchida A., Matsumura K., Hamazaki K., & Inadera H. (2021). Paternal 
childcare at 6 months and risk of maternal psychological distress at 1 year after delivery: 
The Japan Environment and Children ’ s Study (JECS). European Psychiatry, 
doi:10.1192/j.eurpsy.2021.2213 

 
本研究は環境省の子どもの健康と環境に関する全国調査に係る予算を使用し行いました。 
論文に示した見解は著者自らのものであり、環境省の見解ではありません。 

父親が積極的に育児に取り組むと 

母親の心理的苦痛が低減する可能性がある 

（エコチル調査より） 

https://www.doi.org/10.1192/j.eurpsy.2021.2213
https://www.doi.org/10.1192/j.eurpsy.2021.2213
https://www.doi.org/10.1192/j.eurpsy.2021.2213
https://www.doi.org/10.1192/j.eurpsy.2021.2213
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研究の内容 

乳児期の育児は、授乳・おむつ替え・着替え…等々たくさんの慣れないお世話をしなければ

ならず、それまでのライフスタイルが一変します。とくに、母親への負担は大きくなりがちで、

乳児期の育児をする母親は産後うつをはじめとしてメンタルヘルスが不良となる事例が多数

報告されています。母親のメンタルヘルス不良は、子どもの発達にも影響を及ぼすと言われ、

予防対策が必要です。そのため、母親のメンタルヘルス不良と関連する要因を調べて、対策に

つなげていけるかを検討することは非常に重要です。 

これまで、育児中の夫婦において、父親の育児行動時間が長いと、母親のメンタルヘルス不

良が減るといった先行研究がありました。しかし、日本国内では大規模な集団での検討は行わ

れておりませんでした。また、父親のどういった育児行動が母親のメンタルヘルスと関連する

かを調べられた研究はこれまでにありませんでした。そこで、本研究では、「子どもの健康と環

境に関する全国調査（エコチル調査）」に参加する約75000組の夫婦を対象に、子どもが生後6

カ月時点の父親の育児行動の頻度と、生後 1歳時点の母親の心理的苦痛が関連するかどうかを

検討しました。  

調べた育児行動は、「室内で遊ぶ」、「外で遊ぶ」、「食事の介助」、「おむつ替え」、「着替え」、

「お風呂に入れる」、「寝かしつけ」の 7つで、父親が取り組む頻度は「全くしない」、「たまに

する」、「時々する」、「いつもする」の 4段階で、母親が評価しました。また、母親の心理的苦

痛は K6 と呼ばれる質問票の回答からストレスの度合いを得点化しました。K6 の値は合計で 0

～24点となり、点数が高いほどストレスの度合いが高い状態と判定されます。これまでの研究

では、5～12点で中等度のストレス、13点以上で重度のストレスがあると判定されており、本

研究はこの基準を用いて、ストレス度合いを判定しました。そして、父親の育児行動の頻度と

母親の心理的苦痛の関連については、母親の年齢や、きょうだいや同居家族の人数、母親の抑

うつ傾向など、心理的苦痛に影響を与えると言われる他の要因も調整し、解析を行いました。 

その結果、父親が育児行動を「全くしない」群と比べ、頻度の多い群では、母親が重度の心

理的苦痛を有するリスク（図１）および、中等度の心理的苦痛であってもリスクが低くなる傾

向（図２）が見られました。 
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図１ 父親の育児行動の頻度と母親が重度の心理的苦痛を感じるリスク 
全くしないを 1 とした時の各集団のオッズ比を算出。1 より低い値となると、重度の心理的苦痛（K6 の
得点が 13点以上）を有するリスクが低いと言える。オッズ比の算出は、母親の年齢、父親の年齢、初産
か否か、同居家族の人数など22項目について調整して算出した。 
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図２ 父親の育児行動の頻度と母親が中等度の心理的苦痛を感じるリスク 
全くしないを 1とした時の各集団のオッズ比を算出。1より低い値となると、中等度の心理的苦痛（K6の
得点が 5～12点）を有するリスクが低いと言える。オッズ比の算出は、母親の年齢、父親の年齢、初産か
否か、同居家族の人数など 22項目について調整して算出した。 
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以上の結果より、父親が育児行動を積極的に行うと、母親の心理的苦痛が低減する可能性が

高いことが示唆されました。とくに、食事や着替えといった生活の介助だけでなく、室内遊び

や外遊びといった行動でも同様の結果が得られました。このことから、今回調べた育児行動に

父親が取り組むことで、母親に時間的余裕ができることが心理的ストレス低減につながってい

るのではないかと推察されます。 

しかし、本研究は観察研究ですので、父親の育児行動が母親の心理的苦痛を低減させるよう

に働くかを実際には検証できてはいません。そのため、父親の育児行動を促進する教育等の介

入を行うことで母親の心理的苦痛を低減できるかを調べる研究を進め、検証していくことが必

要です。 

 

この研究成果は精神医学の専門誌「European Psychiatry」に 2021年 6月 9日にオンライ

ン掲載されました。 
Kasamatsu H., Tsuchida A., Matsumura K., Hamazaki K., & Inadera H. (2021). Paternal 
childcare at 6 months and risk of maternal psychological distress at 1 year after delivery: 
The Japan Environment and Children ’ s Study (JECS). European Psychiatry, 
doi:10.1192/j.eurpsy.2021.2213 

本研究は環境省の子どもの健康と環境に関する全国調査に係る予算を使用し行いました。 
論文に示した見解は著者自らのものであり、環境省の見解ではありません。 

https://www.doi.org/10.1192/j.eurpsy.2021.2213
https://www.doi.org/10.1192/j.eurpsy.2021.2213
https://www.doi.org/10.1192/j.eurpsy.2021.2213
https://www.doi.org/10.1192/j.eurpsy.2021.2213


 

【「子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）」とは】 

子どもの健康や成長に影響を与える環境要因を明らかにし、「子どもたちが安心して健やかに育つ

環境をつくる」ことを目的に2010年度に開始された大規模かつ長期に渡る疫学調査です。妊娠期

の母親の体内にいる胎児期から出生後の子どもの健康状態や生活習慣を追跡して調べることとして

います。 
エコチル調査の実施は、国立環境研究所に研究の中心機関としてコアセンターを設置し、国立成

育医療研究センターに医療面からサポートを受けるためにメディカルサポートセンターを設置し、

また、日本の各地域で調査を行うために公募で選定された 15 の大学に地域の調査の拠点となるユ

ニットセンターを設置し、環境省と共に各関係機関が協働して行っています。 

 

富山大学は、富山市、滑川市、魚津市、黒部市、入善町、朝日町を調査地区とする「富山ユニッ

トセンター」として本調査に参加しています。 

 

● 環境省「子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）」WEBサイト 

http://www.env.go.jp/chemi/ceh/index.html 

●  富山大学 エコチル調査WEBサイト 

http://www.med.u-toyama.ac.jp/eco-tuc/ 

 

  

 （本件に関するお問い合わせ） 

  国立大学法人富山大学学術研究部医学系 公衆衛生学講座 助教 

       担当 𡈽𡈽田暁子 

    TEL：076-434-7277 

    Fax：076-434-5023 

    E-mail：aktsuchi@med.u-toyama.ac.jp 

 

 （取材対応窓口、詳細の資料請求など） 

  国立大学法人富山大学 総務部総務課広報・基金室 

      TEL：076-445-6028 

    Fax：076-445-6063 

    E-mail：kouhou@u-toyama.ac.jp 


